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事後評価シート

【評価年月】 平成１６年４月

【主管課・室】 環境管理局大気環境課

【評価責任者】 大気環境課長 関荘一郎

施策名、施策の概要及び予算額

Ⅰ－２－（１－１）固定発生源対策施 策 名

固定発生源からの大気汚染に関し、規制や自主的取組の促進など多様な措
施策の概要

置を講ずることにより、大気汚染に係る環境基準等の達成・確保を図り、人

の健康を保護するとともに生活環境を保全する。

４３２，２１８千円予 算 額

目標・指標、及び目標の達成状況

環境基準等の達成・確保等により、大気汚染に関し人の健康を保護する。目 標

指 標 Ｈ12年度 Ｈ13年度 Ｈ14年度 目標値 Ｈ 年度

二酸化いおう 94.3 99.6 99.8 100大気汚染に

一酸化炭素 100 100 100 100係る環境基

浮遊粒子状物質 84.4 66.6 52.5 100準等達成率

二酸化窒素 99.2 99.0 99.1 100（％）

光化学オキシダント 0.5 0.5 0.5 100

ベンゼン 79.7 81.7 91.7 100

トリクロロエチレン 100 100 100 100

テトラクロロエチレン 100 100 100 100

ジクロロメタン 100 100 99.7 100

アクリロニトリル － － 100 100

塩化ビニルモノマー － － 100 100

水銀 － － 100 100

ニッケル化合物 － － 97.1 100

○一酸化炭素については全ての測定局において環境基準を達成しており、二

酸化いおうについてもほとんど全ての測定局で環境基準を達成している。

○浮遊粒子状物質の環境基準達成率は平成1３年度と比較して低下している

が、これは気象条件や黄砂などの要因が考えられる。

○二酸化窒素の環境基準達成率は近年比較的高い状況が継続している。達成状況
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○光化学オキシダントの環境基準達成率は依然として低い。

○ベンゼンについては平成１４年度において、８．３％の地点で環境基準値

を超過しているものの、全般的には改善傾向にある。

○トリクロロエチレン、テトラクロロエチレンについては、すべての地点に

おいて環境基準を達成しているが、ジクロロメタンでは1地点において環境

基準を上回った。

いおう酸化物、窒素酸化物、ばいじん、二酸化窒素及び光化学オキシダン下位目標１

トに係る環境基準の達成率を向上させる。

Ｈ12年度 Ｈ13年度 Ｈ14年度 目標値 Ｈ－年度指 標

二酸化いおう 94.3 99.6 99.8 100
全国の一般

測環境大気

一酸化炭素 100 100 100 100
定局におけ

る大気汚染

浮遊粒子状物質 84.4 66.6 52.5 100
に係る環境

基準達成率

二酸化窒素 99.2 99.0 99.1 100
（％）

光化学オキシダント 0.5 0.5 0.5 100

○浮遊粒子状物質の環境基準達成率は、平成１３年度と比較して低下してい

るが、これは気象条件や黄砂の影響により環境基準を超過する日が２日以上

連続することによって非達成となった測定局が増加したことによるものと考
達成状況

えられる。

、 。 、○光化学オキシダントについては 環境基準達成率は依然として低い また

平成１４年度における光化学オキシダント注意報等の発令延べ日数は１８４

日と昭和５０年代初期の多い水準となっている。

有害大気汚染物質に係る環境基準等を達成する。下位目標２

Ｈ12年度 Ｈ13年度 Ｈ14年度 目標値 Ｈ－年度指 標

ベンゼン 79.7 81.7 91.7 100有害大気汚

トリクロロエチレン 100 100 100 100染物質に係

テトラクロロエチレン 100 100 100 100る環境基準

ジクロロメタン 100 100 99.7 100達成率（ ）％

アクリロニトリル - - 100 100有害大気汚

塩化ビニルモノマー - - 100 100染物質に係

水銀 - - 100 100る指針値達
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ニッケル化合物 - - 97.1 100成率（％）

○環境目標値の1つとして、環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの
達成状況

低減を図るための指針となる数値（指針値）が設定されている物質がある。

このうち、アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、水銀及びその化合物に

ついては、全ての地点で指針値を下回っているが、ニッケル化合物について

は、７地点において指針値を超過している。

評価、及び今後の課題

（公益性、官民の役割分担等）【必要性】

○人の健康を保護するとともに、生活環境を保全するために、固定発生源か

らの大気汚染に関し排出抑制を行い、大気汚染に係る環境基準等の達成・確

保を図る必要がある。

○一部の大気汚染物質については環境基準等の達成率が低い状況にあり、達

成率の一層の向上の観点から、引き続き規制や自主的取組の促進など多様な

措置を講じていく必要がある。評 価

○排出抑制対策を推進するために、大気汚染物質の排出実態等について調査

・検討を引き続き実施することも必要である。

【有効性 （達成された効果等）】

○国による排出規制及び常時監視等の枠組みの整備、自治体による適切な法

の施行（届出に係る事前審査、計画変更命令・事業者に対する行政指導、立

入検査、改善命令）等の取組が有効に機能している効果として、二酸化いお

う、一酸化炭素及び二酸化窒素に関する環境基準の達成状況は、良好な状況

が継続していると考えられる。

○大気汚染防止法に基づく有害大気汚染物質の排出抑制対策が有効に機能し

ている効果として、有害大気汚染物質において環境基準のある物質のうち、

トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジクロロメタンについては

環境基準をほぼ達成した。

○指針値が設定されている物質のうち、アクリロニトリル、塩化ビニルモノ

マー、水銀及びその化合物について指針値を達成した。

○環境基準、指針値の設定されていない有害大気汚染物質についても重要性

が高い物質については、事業者による自主的取組により排出抑制が行われて

おり、大気中の有害大気汚染物質の濃度は低下傾向にある。

（効果とコストとの関係に関する分析等）【効率性】

○硫黄酸化物、窒素酸化物などの排出削減方法が業種、業態によりそれほど
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差異がなく、人体への影響が明らかである大気汚染物質については、直接規

制を行い、確実かつ公平に排出削減を行っている。

○有害大気汚染物質については、様々な業種、業態があることを勘案し、事

業者の自主的取組を推進し、それぞれの事業形態にあわせた効果的な対策を

行えるようにしている。取組の状況については審議会のレビューにより把握

している。

○社会情勢の変化に対応して、規制の強化（排出基準の強化等 ・緩和（測）

） 、 、 。定頻度の軽減等 を実施しており 必要な予算措置 税制措置を講じている

〈目標に対する総合的な評価〉

○環境基準の達成状況からみて、国による排出規制及び常時監視等の枠組み

の整備、自治体による適切な法の施行等の取組、及び事業者の自主的な取組

は有効に機能している。

○下位目標１

・工場・事業場の排出規制について、排出源となる施設数が年々増加してい

るにもかかわらず、硫黄酸化物、窒素酸化物に係る一般大気測定局の大気汚

染の状況は横這い傾向にあり、着実に効果をあげていると考えられる。

・浮遊粒子状物質については、大都市地域を中心として全国で環境基準達成

率が低い。

・光化学オキシダントについても、ここ数年は約半数の都府県で光化学オキ

シダント注意報が発令され、その合計日数は年間延べ２００日に及ぶなど、

深刻な状況が継続している。

・現在、各大気汚染物質測定局のデータと気象データから光化学オキシダン

ト濃度を予測する計算システムにより、自治体向けに予測値を提供し、警報

発令等の判断材料として利用されている。

○下位目標２

・指定物質のうち、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジクロ

ロメタンの環境基準はほぼ達成されている。

・ベンゼンについては高濃度の地域があるため、平成１３年度から、全国を

単位とした個別業界団体の自主管理に加えて、高濃度地域を単位としたベン

ゼンに係る地域自主管理による排出抑制対策が導入されている。

・指針値の設定されている物質のうち、アクリロニトリル、塩化ビニルモノ

マー、水銀及びその化合物については全ての地点で指針値を下回っている。

・環境基準等の設定されていない物質についても重要性が高い物質について

は、事業者による自主的取組により排出抑制が行われており、大気中の濃度
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は低下傾向にある。

○下位目標１

浮遊粒子状物質及び光化学オキシダントによる大気汚染を改善するため、原

因物質の一つである揮発性有機化合物（ＶＯＣ）について、工場等の固定発

生源からのＶＯＣの排出規制措置等を講ずることが必要となり 「大気汚染今後の課題 、

防止法の一部を改正する法律案」を第１５９回国会に提出したところである

（注：平成１６年５月１９日成立 。）

ＶＯＣの排出削減については我が国全体の固定発生源から排出されるＶＯＣ

排出量を平成１２年度に比して３割程度削減することが適当であると中央環

境審議会より意見具申がなされた。環境省の試算によれば浮遊粒子状物質の

ＶＯＣの排出量を３割削減した場合、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域におけ

る浮遊粒子状物質の環境基準達成率が約９３％に改善し、光化学オキシダン

トについては注意報発令レベルを超えない測定局の割合が全国で約９割まで

改善すると見込まれる。

○下位目標２

・排出実態等についての知見が十分でないため、排出抑制対策を推進するた

めに必要な調査・検討を引き続き実施することが必要である。

・環境基準が設定されていない物質の排出を抑制するに当たっての環境目標

値の活用方法について検討する必要がある。

・平成１５年度に終了した第２期の自主管理計画（個別業界団体の自主管理

及びベンゼンにおける地域自主管理計画）の実施状況について評価し、今後

の取組について検討する必要がある。

政策への反映の方向性

理由の説明反映方向分類

１ ○浮遊粒子状物質及び光化学オキシダントに係る課題に対応するため、

固定発生源に起因するＶＯＣの排出抑制対策が必要である。

○大気汚染防止法に基づく指定物質の排出抑制による対策や事業者によ

る自主的な取組により、有害大気汚染物質排出抑制対策は有効に機能し

ていると考えられる。

○平成１５年度に終了した第２期の自主管理計画の成果の評価等を踏ま

え、今後の有害大気汚染物質対策について見直しを行う必要がある。
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【別紙】

事務事業シート

Ⅰ－２－（１－１）固定発生源対策施 策 名

・大気汚染防止法（排出規制等）施策共通の

・公害防止用設備に係る税制優遇主な政策手段等

事業の概要 主な政策手段等
事務事業名

（関連下位目標番号）

工場・事業場の排出 ・更なる環境基準の確保を図る ・大気汚染防止法の一部を改正

規制 ため 大気汚染防止法に基づく する法律案、 、

（下位目標１） 工場・事業場の規制・指導等。 （第１５９回国会に提出）

・必要に応じて規制基準の見直 ・排出基準等設定

し等についての調査・検討。 （１５百万円）

・浮遊粒子状物質及び光化学オ ・浮遊粒子状物質総合対策検討

（ ）キシダントの原因物質の一つで １２９百万円

あるＶＯＣの排出を抑制するた ・工場・事業場排出量実態調査

め「大気汚染防止法の一部を改 （４４百万円）

正する法律案」を第１５９回国 ・ばい煙処理設備等に係る所得

会に提出。 税、法人税の優遇

・ばい煙処理設備等に係る固定

資産税、特別土地保有税、事業

所税の優遇

有害大気汚染物質 ・大気汚染防止法に基づく指定 ・有害大気汚染物質排出抑制対

（ ）排出抑制対策 物質の排出抑制による対策や、 策推進事業 １０９百万円

（下位目標２） 事業者による自主的な取組の推 ・指定物質の排出または飛散の

、進。 抑制に資する施設に係る所得税

・地域自主管理の実施。 法人税の優遇

・環境基準が設定されていない ・指定物質の排出または飛散の

物質について、排出抑制を推進 抑制に資する施設に係る固定資

するための調査・検討の実施。 産税、特別土地保有税、事業所

税の優遇


